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熊本県議会 総務常任委員会会議記録第 ４ 回

平成19年12月12日（水曜日）

午前10時１分開議

午後０時９分閉会

本日の会議に付した事件

議案第１号 平成19年度熊本県一般会計補

正予算（第７号）

議案第３号 熊本県職員等の育児休業等に

関する条例の一部を改正する条例の制定

について

議案第４号 熊本県職員の勤務時間、休暇

等に関する条例の一部を改正する条例の

制定について

議案第５号 熊本県職員等の自己啓発等休

業に関する条例の制定について

議案第６号 熊本県職員等の修学部分休業

に関する条例の制定について

議案第７号 熊本県職員等の高齢者部分休

業に関する条例の制定について

議案第８号 熊本県知事等の給与の特例に

関する条例の制定について

議案第９号 熊本県職員の特殊勤務手当に

関する条例及び熊本県警察の職員の特殊

勤務手当に関する条例の一部を改正する

条例の制定について

第議案10号 熊本県職員等退職手当支給条

例等の一部を改正する条例の一部を改正

する条例の制定について

議案第11号 熊本県知事の権限に属する事

務処理の特例に関する条例の一部を改正

する条例の制定について

議案第12号 熊本県公益認定等審議会条例

の制定について

議案第13号 熊本県工場等設置奨励条例及

び熊本県税特別措置条例の一部を改正す

る条例の制定について

議案第26号 当せん金付証票の発売につい

て

議案第27号 市町の廃置分合について

議案第29号 専決処分の報告及び承認につ

いて

議案第32号 平成19年度熊本県一般会計補

正予算（第８号）

議案第33号 平成19年度熊本県用品調達基

金管理事業特別会計補正予算（第１号）

議案第40号 熊本県一般職の職員等の給与

に関する条例の一部を改正する条例の制

定について

議案第41号 熊本県技能労務職員の給与の

種類及び基準を定める条例及び熊本県企

業職員の給与の種類及び基準に関する条

例の一部を改正する条例の制定について

議案第42号 熊本県一般職の任期付研究員

の採用等に関する条例の一部を改正する

条例の制定について

議案第43号 熊本県一般職の任期付職員の

採用等に関する条例の一部を改正する条

例の制定について

請第17号 私学助成の充実強化に関する請

願

請第３号 県立劇場にパイプオルガンの設

置促進に関する請願

閉会中の継続審査について

報告事項

① 地域振興局見直しに関する基本方針

② 熊本県連結バランスシートについて

③ 地方公共団体財政健全化法における指

標について

④ 市町村合併の推進について

⑤ 川辺川ダム問題を巡る状況について

出席委員（８人）

委 員 長 中 原 隆 博

副委員長 小早川 宗 弘
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委 員 西 岡 勝 成

委 員 竹 口 博 己

委 員 早 川 英 明

委 員 鎌 田 聡

委 員 吉 田 忠 道

委 員 浦 田 祐三子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策局

局 長 木 本 俊 一

企画課長 内 田 安 弘

秘書課長 岡 本 哲 夫

政策調整監 永 松 俊 雄

広報課長 山 本 理

総務部

部 長 原 田 正 一

総括審議員兼次長 正 木 暠

次 長 木 村 利 昭

危機管理監 奥 村 良 博

首席総務審議員

兼人事課長 田 崎 龍 一

総務事務センター長 田 上 勲

行政経営課長 小 嶋 一 誠

私学文書課長 楢木野 史 貴

首席総務審議員

兼職員課長 山 野 陽 一

財政課長 市 川 靖 之

首席総務審議員

兼管財課長 古 澤 哲 男

税務課長 富 田 健 治

市町村総室長 松 見 辰 彦

市町村総室副総室長 村 山 栄 一

危機管理・防災消防

総室長 坂 田 正 充

危機管理・防災消防

総室副総室長 野 田 克 巳

男女共同参画・パート

ナーシップ推進課長 広 崎 史 子

地域振興部

部 長 小 宮 義 之

理 事 上 野 信 一

次 長 黒 田 豊

次 長 川 口 弘 幸

川辺川ダム対策監 河 野 靖

首席政策審議員

兼地域政策課長 梅 本 茂

地域政策監 神 谷 将 広

川辺川ダム総合対策課長 田 嶋 徹

情報企画課長 松 永 正 男

文化企画課長 由 解 幸四郎

国際課長 園 田 素 士

交通対策総室長 小 林 豊

交通対策総室副総室長 菅 純一郎

首席統計審議員

兼統計調査課長 甲 斐 良 一

出納局

局 長 出 水 信 治

会計課長 藤 本 玉 留

管理調達課長 坂 本 友 春

人事委員会事務局

局 長 本 隆 治

首席総務審議員

兼総務課長 髙 原 秀 男

公務員課長 田 中 明

監査委員事務局

局 長 金 田 和 洋

第一課長 児 玉 邦 秋

議会事務局

局 長 新 開 忠 

次 長 正 木 重 臣

首席総務審議員

兼総務課長 畑 坂 純 夫

議事課長 吉 良 洋 三

政務調査課長 小 原 忠 隆

事務局職員出席者

議事課課長補佐 宮 﨑 聖

政務調査課課長補佐 武 田 正 宣
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午前10時１分開議

○中原隆博委員長 ただいまから、第４回総

務常任委員会を開会いたします。

それでは、まず初めに、今回、付託されま

した請第17号について、提出者から趣旨説明

の申し出があっておりますので、これを許可

したいと思います。

まず、請第17号についての説明者の入室を

お願い申し上げます。

（請第17号の説明者入室)

○中原隆博委員長 説明者の方に申し上げま

す。

各委員には、請願書の写しを既に配付済み

でございますので、説明は簡潔にお願いでき

ればありがたいと思いますので、その点を含

んでお願い申し上げます。

（請第17号の説明者の趣旨説明)

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

た。説明の趣旨はよく理解できましたので、

この後、審査させていただきます。どうぞお

引き取りいただきますようお願い申し上げま

す。

（請第17号の説明者退室)

○中原隆博委員長 それでは、次に、本委員

会に付託されました議案等を議題とし、これ

についての審査を行ってまいりたいと思いま

す。

まず、議案等について執行部の説明を求め

た後、一括して質疑を受けたいと思います。

なお、審査を効率よく進めるために執行部

の説明は簡潔にお願いできればと思います。

それでは、原田総務部長から総括説明をお

願いいたします。

○原田総務部長 おはようございます。

それでは、今回、提案をいたしております

議案の概要につきまして、御説明を申し上げ

ます。

まず、今回の一般会計補正予算は、冒頭提

案の第１号議案と追加提案をさせていただき

ました第32号議案の２議案を提案いたしてお

ります。

まず、第１号でございますが、梅雨前線豪

雨等に伴います災害復旧等に要する経費、シ

カなどによる被害を受けた林地のうち、下流

の保全上、必要な箇所について緊急に植栽等

を実施する経費を中心に９億4,400万円を計

上しております。また、公共工事の発注の平

準化などを図るためのゼロ県債、ゼロ国債及

び併設型中高一貫教育の導入に必要な施設整

備にかかる設計委託のための債務負担行為を

設定いたしております。

次に、追加提案をいたしました第32号議案

でございますが、これは人事委員会からの勧

告を受けました職員給与の改定経費といたし

。まして９億600万円を計上いたしております

これら２つの補正を現計予算と合わせますと

7,440億2,800万円となります。

また、条例等案件につきましては、冒頭提

案で熊本県職員等の育児休業等に関する条例

の一部を改正する条例や、市町の廃置分合等

の議決案件を、そして追加提案でさきに述べ

ました人勧関係といたしまして、熊本県一般

職の職員等の給与に関する条例の一部を改正

する条例などを提案させていただいておりま

す。

この後、予算関係議案につきましては財政

課長から、また、詳細な内容及び条例等の議

案につきましては、各課長、総室長から、そ

れぞれ説明申し上げますので、よろく御審議

のほどお願い申し上げます。

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

た。

それでは、続きまして財政課長から、平成

19年度12月補正予算の概要について説明をお

願いいたします。

○市川財政課長 財政課でございます。お手
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元の総務常任委員会資料の１ページをお願い

いたします。

１ページの上半分につきましては、総務部

長の説明と重複いたしますので、割愛させて

いただきたいと思います。下の表にございま

すけれども、今回の12月補正では冒頭提案で

一般会計９億円余の外、特別会計では１億円

余の補正額となっております。

次に、２ページ、３ページをごらんくださ

い。こちらは歳入予算の内訳でございます。

主なところを御説明いたします。３ページの

９番の国庫支出金が１億円余、12番の繰入金

が1,800万円余、15番の県債が１億円余でご

ざいますけれども、これらはそのほとんどが

災害関係の予算の財源となっておるところで

ございます。その他につきましては、13の繰

越金５億円余で対応しておるところでござい

ます。

次に、４ページをお願いいたします。

こちらは歳出予算の内訳でございます。一

般行政経費が６億円余、５ページの投資的経

費が２億円余となっておるところでございま

す。

次に、６ページ、７ページをお願いいたし

ます。

こちらは地方債の補正でございます。今回

の補正予算に合わせまして、６ページが起債

の追加、地方債の追加、７ページが額の変更

というふうになっております。いずれも災害

関係でございます。

次に、別冊の追号関係というふうに書いて

ございます総務常任委員会資料の方をお願い

いたします。こちらで追加提案いたしました

議案について、御説明させていただきたいと

思います。追号関係の資料の１ページをお願

いいたします。こちらは人事委員会勧告に伴

います給与改定に係る補正予算で９億円余と

いうふうになっております。先ほど御説明い

たしました冒頭提案分と合わせますと12月補

正予算の規模は18億5,000万円というふうに

なります。下の表につきましては、今回の給

与改定に係る特別会計、企業会計の補正予算

につきましても合わせた総括表でございま

す。

次に、２ページをお願いいたします。

歳入予算の内訳でございますが、５の地方

交付税で７億円余、３ページの９の国庫支出

金が１億円余でございます。なお、この国庫

支出金につきましては義務教育国庫負担金で

ございます。

、 。続きまして ４ページをお願いいたします

歳出予算でございますが、追加提案部分に

つきましては、人件費９億円のみでございま

す。なお、今回の給与改定の内容につきまし

ては、後ほど条例関係のところで人事課長が

御説明いたします。また、６ページの方をご

らんいただきますと、こちらから総務常任委

員会の関係の各部局ごとに１枚にまとめて今

回の給与改定に係る補正予算を左から４番目

の追加補正額の欄に計上しております。この

欄に各課の補正予算、人勧関係の補正予算を

計上しておりますので、各課長からの説明は

割愛させていただきたいというふうに考えて

おります。

財政課からの説明は以上でございます。

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

た。

それでは続きまして、各課の説明に入りた

いと思いますけれども、関係課長から順次説

明をお願いいたしたいと思います。

まず、補正予算関係でございます。

○古澤管財課長 管財課長の古澤でございま

す。説明資料の９ページのお開きをお願いし

ます。

債務負担行為の設定でございます。設定額

２億5,800万円余は、庁舎補修管理等の業務

の委託でございます。業務の内訳としまして

は、清掃業務、設備保全業務、それから電話
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交換業務でございますが、これらはすべて競

争入札で執行するものでありまして、入札手

続に相当な期間が必要であること、さらに引

き続いて新年度から業務を開始するため、今

年度中に入札、契約手続を完了させる必要が

あることから、今議会での設定をお願いする

ものでございます。

次に、10ページをお開き願います。

事務機器等の賃借に関する債務負担行為の

変更でございます。１億9,900万円余の追加

でございますが、これは県庁舎の電話設備の

更新に伴うものでありまして、設備の耐用年

数等を考慮しまして、８年間での設定をお願

いするものでございます。設備の更新時期は

平成21年１月を予定しておりますが、電話設

備の物品納期更新準備期間等に約８カ月程度

を要することから、また、これも競争入札で

執行するため、入札手続等に相当の期間が必

要であることから、今議会での変更をお願い

するものでございます。

管財課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。

○富田税務課長 税務課でございます。よろ

しくお願いします。ページは11ページでござ

います。

一番上の税務総務費420万円余の補正は、

軽油引取税の特別徴収義務者に納税額の一定

割合の事務費の取扱交付金を交付しておりま

すけれども、この不足分を補正するものでご

ざいます。

次に、２番目の賦課徴収費１億2,700万円

余の補正は主に法人事業税などの法人２税の

各企業の決算に伴う過誤納付金の還付金でご

ざいます。

３番目の利子割交付金２億8,300万円余の

補正は利子割に対する市町村交付金でござい

まして、市町村の方に59.4％を交付するもの

でございます。よろしくお願いいたします。

○坂田危機管理・防災消防総室長 危機管

理・防災消防総室でございます。資料の12ペ

ージお願いいたします。

債務負担行為の設定ですが、今年度中に手

続を完了するため、12月議会で設定をお願い

するものでございます。設定額は平成20年度

の8,754万4,000円をお願いしております。こ

れは県庁や出先機関等に配置してあります防

災行政無線の保守点検業務に係る業務委託で

ございます。

、 。続きまして 13ページをお願いいたします

情報処理関連業務の平成20年度の債務負担

行為につきまして2,919万円の増額変更をお

願いしております。これは県内74カ所に設置

してある地震計などの防災震度情報システム

保守点検業務と、気象、水防、土砂災害情報

を市町村等へ伝達する統合型防災情報システ

ム保守点検業務の業務委託に伴うものでござ

います。今回の補正2,919万円を加えまして

債務負担行為限度額を４億5,819万円に変更

をお願いするものでございます。よろしくお

願いいたします。

○中原隆博委員長 それでは、続いて地域振

興部に移ります。

○松永情報企画課長 情報企画課でございま

す。資料の15ページをお願いいたします。

債務負担行為の設定でございます。これは

、 、県庁内や出先機関さらには県立学校 市町村

国まで結び、庁内のさまざまな業務システム

や電子メールシステムなどの情報基盤となっ

ております熊本県総合行政ネットワーク等の

管理運営に係る平成20年度の業務委託につい

て、年度内に入札などを契約事務を行うため

に債務負担行為の設定をお願いするものでご

ざいます。よろしくお願いいたします。

○中原隆博委員長 続いて、出納局に移りま

す。
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○藤本会計課長 会計課でございます。資料

の17ページをお願いいたします。

債務負担行為の変更でございます。これは

現在、開発を進めております新財務会計シス

テムの機器リースに係る債務負担行為の設定

をお願いするものでございます。新財務会計

システムは、全体の稼働予定は21年４月でご

、 、ざいますけれども これに先行いたしまして

平成20年の10月から予算業務の一部運用を開

始することに伴いまして、同年６月には各種

サーバーや端末機等の関連機器を調達する必

要がありますが、機器調達に競争入札手続納

品に一定の期間を要するため、今回この機器

の賃借に伴います平成20年度から25年度まで

総額２億円余の債務負担行為の設定増をお願

いしております。どうぞよろしくお願いいた

します。

○中原隆博委員長 それでは続きまして、条

例等関係に移ります。

○田崎人事課長 人事課でございます。

今回、人事課では合計12本の条例案を提案

させていただいております。分量が多くござ

いますので、主な改正ポイントに絞って御説

明をさせていただきたいと思います。資料18

ページでございます。

第３号議案熊本県職員等の育児休業等に関

する条例の一部を改正する条例についてでご

ざいます。条例改正の内容は18ページから30

ページまでになりますが、資料の31ページの

概要をごらんいただきたいと思います。地方

公務員の育児休業等に関する法律の一部改正

、 、によりまして １の米印にございますように

育児短時間勤務制度が導入をされておりま

す。育児短時間勤務制度とは、育児と仕事の

両立を図ることを目的に(１)にございますよ

うに、小学校就学前の子を養育する職員が常

勤職員のまま(２)にありますような形態の中

から週20時間、24時間、25時間となる短時間

勤務を選択することができるものです。今回

の条例案改正は、この育児短時間勤務制度等

の導入に伴う関係規定の整備を行うものでご

ざいます。２の主な改正内容をごらんくださ

い。(１)は育児短時間勤務制度の導入に伴う

関係規定の整備についてですが、短時間勤務

を行った職員の給与は勤務時間に応じ減額し

て支給すること、育児短時間勤務の具体的な

承認手続等について規定しております。(２)

につきましては、育児休業制度の整備につい

て規定していますが、育児休業を一たん中断

した職員が再度、育児休業を取得する際の要

件及び部分休業取得の際の承認要件を緩和し

ております。

施行日は、育児短時間勤務導入に伴う関係

規定の整備が20年４月１日から、育児休業制

度に係る部分が公布の日からとしておりま

す。

続きまして、第４号議案でございます。条

例改正の内容は32ページから34ページまでに

なりますが、資料35ページの内容をごらんい

ただきたいと思います。熊本県職員の勤務時

間休暇等に関する条例の一部を改正する条例

でございますが、今回の改正は、先ほど御説

明しました育児短時間勤務制度の導入に伴い

関係規定の整備をするものでございます。改

正内容につきましては、２に記載しておりま

すが、育児短時間勤務を行う職員の１週間当

たりの勤務時間並びに年次有給休暇等につい

て条文中に規定を設けるものでございます。

施行日は20年４月１日としております。

続きまして、第５号議案熊本県職員の自己

啓発等休業に関する条例の制定についてでご

ざいます。条例内容は36ページから39ページ

までになりますが、資料の40ページの概要を

ごらんいただきたいと思います。今回、地方

公務員法の改正に伴いまして大学等で就学し

たり、青年海外協力隊など、外国での奉仕活

動に従事するため、職員が希望する場合、ー
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定期間無給で休業することを認めます自己啓

発等休業制度が導入されましたが、この関係

規定の整備を行うものでございます。主な内

容は、２に掲げておりますように、休業の対

象となる自己啓発といたしましては、国内外

の大学、専攻科、大学院等の課程の履修、独

立行政法人国際協力機構が行う国際協力に関

する奉仕活動等となっております。休業期間

は、就学のための休業が２年、奉仕活動に伴

う休業は３年となっております。給与につい

ては、無給となっております。

施行日は20年４月１日ということでござい

ます。

続きまして、第６号議案でございます。資

料の43ページの概要をごらんいただきたいと

思います。熊本県職員等の就学部分休業に関

する条例の制定でございます。これも地方公

務員法の改正に伴いまして、大学等で就学す

るための職員が希望する場合、給料を減額し

て勤務時間を短縮することを認める、いわゆ

る就学部分休業制度が導入されましたけれど

も、この関係規定の整備を行うものでござい

ます。主な内容でございますが、部分休業の

対象となる就学としましては、大学、高等専

門学校、専修学校、各種学校等となっており

ます。休業期間は最長２年間で、休業時間は

１週間当たり20時間以内となっております。

給与は休業した時間数において減額すること

となります。

施行日は、20年４月１日からということで

ございます。

続きまして、第７号議案でございます。資

料46ページをお願いをいたします。

熊本県職員等の高齢者部分休業に関する条

例の制定についてでございますけれども、こ

れも地方公務員法の改正に伴いまして、定年

前の職員が希望する場合に給料を減額して勤

務時間を短縮することを認める、いわゆる高

齢者部分休業制度が導入されたことに伴い、

。 、関係規定の整備を行うものです 主な内容は

60歳定年退職の５年前から休業期間は最長５

年間、休業時間は１週間当たり20時間以内と

なっております。給与等は休業した時間数に

応じて減額して支給することとなります。

施行日は、平成20年４月１日としておりま

す。

47ページをごらんいただきたいと思います

が、そこに今申し上げました議案第５号から

第７号までの３つの休業制度につきまして、

導入する趣旨あるいは４番の承認要件等につ

いて整理をいたしております。参考にしてい

ただければと思います。

続きまして、第８号議案熊本県知事等の給

与の特例に関する条例の制定についてでござ

います。資料の50ページの概要をごらんいた

だきたいと思います。去る10月に平成20年度

の予算編成方針発表とあわせまして、おおま

かな収支見通しも発表しておりますけれど

も、非常に厳しい財政状況にあります。こう

いった難局に取り組む姿勢を示す必要がある

ことから、特別職の給与及び部長級の給与の

削減を行うものでございます。内容につきま

しては、２の(１)にございますように、知事

については、給料月額の15％、期末手当の10

％、副知事、出納長、教育長、常任監査委員

については、給料月額の10％、期末手当の５

％を減額し、部長級の職員の管理職手当につ

きましては10％削減することといたしており

ます。期間につきましては、平成20年１月１

日から21年３月31日までの１年３カ月として

おります。

続きまして、第９号議案、それから第10号

議案いずれも関係法令の改正による規定の整

備でございます。まず、52ページをお願いい

たします。

第９号議案でございます。これにつきまし

ては、先ほど御説明いたしました地方公務員

の育児休業等に関する法律の一部改正に伴う

規定の整備でございます。内容でございます

が、この条例の改正部分は、短時間勤務を行
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う職員の月額特殊勤務手当の条例について規

定しておりますけれども、従来、特例を設け

ておりました再任用短時間勤務職員と同様に

育児短時間勤務を行う職員等につきましても

同様の規定を設けるものでございます。

続きまして、54ページをごらんいただきた

いと思います。第10号議案でございます。熊

本県職員等退職手当支給条例等の一部を改正

する条例の一部を改正する条例でございます

が、これは条文中に引用されております法令

の改正に伴う規定の整備でございます。内容

のところをごらんいただきたいと思います

が、条文中、施行日について、改正雇用保険

法の施行日である平成22年４月１日としてお

りましたものを、同法の施行日が日本年金機

構法施行の日とされたことに伴い同様の規定

の整備を行うものでございます。

続きまして、追号関係について引き続き御

説明をさせていただきます。追号関係の説明

資料の別冊となっております追号関係説明資

料の11ページをごらんいただきたいと思いま

す。資料の11ページから23ページまでが第40

号議案熊本県一般職の職員等の給与に関する

条例の一部を改正する条例についてでありま

すが、24ページの条例案の概要で御説明をさ

せていただきます。24ページをお願いいたし

ます。

今回の改正は、人事委員会勧告等に基づき

、 。まして 所要の改正を行うものでございます

２の主な改正内容についてでございますが、

(１)から(４)に記載しておりますとおり、ま

ず、給与関係について説明させていただきま

すと、給料表につきましては、若年層に限定

した給料表の改正を行うこととしておりまし

て、行政職でいえば年齢がおおむね30歳程度

の職員までが改定の対象となっております。

次に、(２)でございますけれども、諸手当に

ついてでございますが、扶養手当につきまし

ては、子などに係る手当額を１人当たり月額

6,000円を6,500円に500円引き上げることと

いたしております。

次に、勤勉手当についてですが、課長級以

下の職員には年間1.45月支給しております勤

勉手当を0.05月引き上げ1.5月分支給するこ

ととしております。なお、今年度分につきま

しては、既に６月、12月ともに支給が終わっ

ておりますので、12月分に遡及して0.05月引

き上げることといたしております。また、来

年度につきましては、0.05月の増額分を６月

と12月の支給期に均等に割り振ることとなり

ますので、それぞれそこに掲げておりますよ

うに0.025月増の0.75月とすることとしてお

ります。

次に、その他の改正ということで（４)の

地域手当についてでございますけれども、現

在、東京事務所などの物価水準が高い地域の

勤務箇所に勤めている職員には地域手当を支

給しておりますけれども、異動に伴って地域

手当の支給地域でない勤務箇所に異動した場

合でも１年間は異動保障として地域手当を支

給しておりますけれども、今回これを廃止す

ることとするものでございます。

最後に、幹部職員の本年度の改定見送りに

ついてでですが、国は厳しい社会経済情勢等

を勘案して、指定職である幹部職員の給与改

定を見送っておりますが、本県におきまして

も、国の取り扱いに準じて次長級以上の幹部

職員につきましては、地域手当及び勤勉手当

の改定を見送ることとしております。

施行日につきましては、それぞれそこに掲

げておるとおりでございます。

続きまして、41号議案でございます。条例

改正の内容は25ページから28ページまでとな

りますが、資料29ページの概要で御説明をさ

せていただきます。熊本県技能労務職員の給

与の種類及び基準を定める条例及び熊本県企

業職員の給与の種類及び基準に関する条例の

一部を改正する条例でございます。これは一

般職の職員と同様の給与改定を行うに当たっ

ての規定の整備並びに関係法の改正による規
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定の整備を行うものでございます。この条例

は技能労務職員、企業職員の給与の種類等に

ついて規定した２本の条例でございますけれ

ども、先ほど御説明しました一般職の職員と

同様に地域手当のうち、異動部署に関する部

分について廃止すると同時に、育児短時間勤

務、就学部分休業等の制度の導入に伴い関係

規定の整備を行うものでございます。

施行日につきましては、育児部分休業に係

る部分を除き20年４月１日としております。

続きまして、42号、43号につきましては、

いずれも人事委員会勧告を踏まえた給料に関

する規定の改正と、あわせまして関係法令の

改正等を行う規定の整備を行うものでござい

ます。

まず、32ページをごらんいただきたいと思

います。熊本県一般職の任期付研究員の採用

等に関する条例の一部改正についてでござい

ます。改正内容といたしましては、人事委員

会勧告を踏まえました給料表、期末勤勉手当

の改定及び育児短時間勤務の導入に伴う規定

の整備を行うものでございます。

続きまして、37ページをごらんいただきた

いと思います。熊本県一般職の任期付職員の

採用等に関する条例の一部改正でございま

す。改正内容といたしましては、42号と同じ

く人事委員会勧告を踏まえた期末勤勉手当の

改定を行うと同時に、任期付職員の採用に関

する法律の改正に伴いまして、任期付採用の

対象を拡大するなど規定の整備を行うもので

ございます。

施行日につきましては、期末手当の改定分

が19年12月１日、その他が20年４月１日とし

ております。

人事課は以上でございます。よろしく御審

議のほどをお願いをいたします。

○小嶋行政経営課長 行政経営課でございま

す。説明を申し上げます。総務常任委員会の

資料の方にお戻りいただきまして、資料の55

ページをお願いいたします。

議案第11号熊本県知事の権限に属する事務

処理の特例に関する条例の一部を改正する条

例の制定についてでございます。この条例案

は、平成17年の２月に策定をいたしました行

財政改革基本方針に沿って知事の事務権限の

一部を市町村に移譲することに伴う関係規定

の整備でございます。

施行日は、平成20年の４月１日としてござ

います。

、 、それでは 具体の改正概要につきましては

条例案の概要で御説明を申し上げますので、

委員会資料の63ページをお願いいたします。

よろしゅうございますでしょうか。

１のところに記載してございますが、条例

制定の趣旨につきましては、地方分権の趣旨

にのっとりまして、市町村への事務権限移譲

を進めるための関係規定の整備となってござ

います。２に記載してございますが、改正内

容につきましては、表が下の方にございます

けれども、(１)から次の64ページまでかかっ

ておりますが、(15)までの内容となっており

まして、左側の枠の中に記載されてございま

す移譲対象となります16法令179項目の事務

を右側の欄に記載しております市町村等に移

譲するものでございます。今回の改正により

まして、天草市ほか22団体に新たに事務権限

を移譲することとしてございます。項目が多

くございますので、各項目を簡潔に御説明申

し上げます。

まず、(１)は公有水面埋立法に基づきます

埋立免許等に係る事務を新たに天草市に移譲

するものでございます。この事務を天草市に

移譲することによりまして、市はみずから管

理する漁港区域内の埋立許可をみずからの判

断で行えるようになりまして、より地域の実

情を踏まえた漁港管理が可能となってくるも

のでございます。

次に、(２)は、墓地埋葬等に関する法律に

基づく事務のうち、墓地等の経営許可等に関
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する事務を天草市、上天草市、合志市に移譲

するものでございます。この権限をそれぞれ

の市が有することで申請者の移動距離や時間

等が短縮されまして、利便性の向上につなが

ってまいるというふうに考えております。以

下、長くなりますので、移譲する事務名と移

譲先のみ御説明を申し上げます。

(３)につきましては、国有財産法に基づく

事務のうち、市町管理漁港の漁港区域内の農

林水産大臣所管の国有財産に関する事務につ

きまして天草市に移譲することとしてござい

ます。

(４)につきましては、中小企業等協同組合

法に基づく事務のうち、事業協同組合等の設

立認可等に関する事務につきまして熊本市に

移譲することとしてございます。

(５)につきましては、火薬類取締法に基づ

く事務のうち、火薬類の譲渡または譲り受け

及び消費の許可等に関する事務、煙火に係る

ものを除きますが、これにつきまして宇土市

及び上天草市に移譲することとしてございま

す。

(５)の２につきましては、同じ事務でござ

いますけれども、煙火に係るものにつきまし

て宇城広域連合に移譲することとしてござい

ます。

(６)につきましては、水道法に基づきます

事務のうち、簡易専用水道の指導監督等に関

する事務につきまして荒尾市、水俣市、玉名

市に移譲することとしております。

(７)につきましては、中小企業団体の組織

に関する法律に基づく事務のうち、協業組合

の設立認可等に関する事務につきまして熊本

市に移譲することとしております。

(８)につきましては、分収林特別措置法に

基づきます事務のうち、分収林契約に係る募

集等の届出の受理等に関する事務につきまし

て、熊本市及び天草市に移譲することとして

おります。

(９)につきましては、老人福祉法に基づく

事務のうち、老人居宅生活支援事業の届出の

受理等に関する事務につきまして、天草市に

移譲することとしてございます。

(10)につきましては、都市計画法に基づく

事務のうち、都市計画施設内の区域内におけ

る建築の規制等に関する事務を人吉市ほか12

市町、それから、都市計画の決定または変更

に当たっての土地の試掘等の許可等に関する

事務を人吉市ほか11市町に移譲することとし

ておるものでございます。

(11)につきましては、液化石油ガスの保安

の確保及び取引の適正化に関する法律に基づ

く事務のうち、液化石油ガス設備工事の届出

の受理等に関する事務につきまして、宇城広

域連合に移譲することとしております。

(12)につきましては、公有地の拡大の推進

に関する法律に基づく事務のうち、土地を譲

渡する場合の届出の受理につきまして、人吉

市ほか14市町に移譲するものでございます。

(13)につきましては、浄化槽法に基づきま

す事務のうち、浄化槽の設置等に関する事務

につきまして、甲佐町に移譲することとして

ございます。

(14)につきましては、被災市街地復興特別

措置法に基づきます事務のうち、土地の形質

の変更等の許可等に関する事務につきまし

て、荒尾市ほか８市町に移譲することとして

ございます。

最後に、(15)につきましては、租税特別措

置法の改正に伴う根拠条文の変更を行うこと

としてございます。

今回の移譲によりまして、20年４月時点で

は平成12年度からの累計で72法令、668項目

の権限移譲がなされることとなってございま

す。

以上でございます。よろしく御審議のほど

をお願い申し上げます。

○楢木野私学文書課長 私学文書課でござい

ます。
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第12号議案熊本県公益認定等審議会条例の

制定について御説明いたします。条例案は説

明資料の65ページ、66ページですけれども、

条例案の説明に入ります前に公益法人制度改

革の概要についてまず、御説明いたしたいと

思います。資料の68ページ、公益法人制度改

革の概要をごらんください。

まず、表１改革の契機でございます。公益

法人改革については、行政改革大綱の中で国

の関与の合理化の観点から取り上げられ、ま

た、閣議決定で行政や民間営利部門ではでき

ない社会のニーズを満たすものとして積極的

に位置づけるという方針が打ち出され、改革

の方向が決定されました。その結果、昨年６

月に表２に掲げております公益法人制度改革

関連３法、一般法人法、公益認定法、関係法

律整備法の３法が公布されました。

施行日は来年12月１日でございます。これ

ら３法の施行により、新制度が始まり創設さ

れますのが次の表３に掲げております新しい

４法人類型でございます。いずれも非営利の

法人であることは共通しておりますけれど

も、左の一般社団法人と一般財団法人に関し

ては、公益目的事業を行う必要はなく、解散

する際の残余財産の処分制限につきまして

も、これまでの公益法人が類似の団体に寄附

するといった厳しいものであったことに比べ

ると社員総会で決定できるといった緩やかな

ものになっております。その反面、税制の優

遇措置はない見込みでございます。これに対

して、右の公益社団法人と公益財団法人は、

左の一般社団法人、財団法人のうち、公益目

的事業を行うことを主目的として、行政庁の

公益認定を受けたものでございまして、公益

目的事業比率、これは全費用のうち、公益目

的事業に係る費用の割合ですが、これが50％

を超えることが必要となり、構成員間で残余

財産の分配はできないものの、その反面、税

制優遇措置はあるという法人でございます。

なお、これまで公益法人という言葉は法律に

定義がございませんでしたが、このたび公益

法人、財団法人の総称として定義されており

ます。

続きまして、表４現行民法法人の移行、現

在ある民法法人の移行でございますが、来年

の12月１日に予定されている関連３法の施行

により、民法が改正されるため、現在ある民

、 、法法人制度 現行の民法法人制度は回避され

現在の民法法人は経過措置として特例民法法

人となり、施行日から５年の間に新しい４法

人類型のいずれかに移行することとされ、移

行できなかった場合は解散となります。

以上、整理しますと次の69ページの表５、

法人類型の変遷のイメージの図のとおりとな

ります。この図は大きく上、中、下の３段に

分かれておりますけれども、まず、一番上で

すが、ＮＰＯ社会福祉法人等でございます。

これはこうした法人も広い意味で公益法人と

いう場合がございましたが、今回の改革は、

民法法人だけを対象としているため、法人類

型等に変更はありません。

次に、中段の経過措置でございます。現在

の民法法人は施行日以後、自動的に特例民法

法人という位置づけになり、行政庁から①の

移行認定を受けると新しい公益法人になり、

②の移行認可を受けると一般社団法人、一般

財団法人になり、どちらもできないときは移

行期間満了により解散ということになりま

す。

最後に一番下の欄ですが、新法では施行日

以降、任意団体等が公証人により定款の認証

を受け法務局に登記を行うだけで簡便に一般

社団法人、一般財団法人をつくれるという制

度ができます。この部分に県の関与はござい

ません。その後、法人が行政庁から③の公益

認定を受けると新しい公益法人になるという

ことになります。なお、①の移行認定により

できた公益法人と③の公益認定によりできた

公益法人は全く同じものでございます。

続きまして、表６認定・認可の基本的手続
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でございますが、①から③までの認定・認可

につきましては、いずれも行政庁に申請する

ことになりますが、所管する行政庁は県内だ

けで活動する法人であれば知事、複数県にま

たがり活動する法人であれば内閣総理大臣と

なります。行政庁は審査をし、警察やその他

、 、の法令の許認可 行政庁の意見も聞いた上で

県の場合ですと、合議制の機関という専門家

の委員で構成する附属機関に諮問し、答申を

経て認定・認可との処分を行うことになりま

す。

最後に表７、ただいま申し上げたその合議

。 、制の機関についてでございます この機関は

公益認定法により設けるものでございまし

て、これまで行政が自由裁量により設立を許

可していたことで一部に不適切な事態が生じ

ていることから、第三者機関を関与させるこ

とで透明性を確保し、制度の信頼性を確保す

る意図で設けられたものでございます。役割

といたしましては、先ほど申し上げた認定・

認可の際の諮問に対する審議・答申と公益法

人に対する立入検査等を行うことでございま

す。委員につきましては、政令により人格が

高潔で法律、会計等にすぐれた識見を有する

者、あるいは政治運動の禁止等が定められて

おります。

以上が公益法人制度改革の概要でございま

すが、このたび第12号議案として提出しまし

た熊本県公益認定等審議会条例は、この合議

制の機関について条例化するものでございま

して、引き続き条例案の概要について御説明

いたします。ページをお戻りいただいて67ペ

ージの熊本県公益認定等審議会条例案の概要

をごらんいただきたいと思います。

、 、まず １の条例制定の趣旨でございますが

先ほど申し上げましたとおり、公益認定法の

第50条第１項で県に設置することとされてい

る合議制の機関について、同条第２項で組織

及び運営については条例で定めるとされてお

りますので、この趣旨に沿って条例を制定す

るものでございます。

次に、２の主な制定内容でございますが、

アからシまで順に言いますけれども、委員の

数を３人以上５人以内と定めること、委員は

法律、会計等にすぐれた識見を有する者の中

から知事が任命すること、任期は３年とする

こと、委員は独立して職権を行うこと、非行

がない限り罷免されないこと、秘密の保持、

政党役員への就任や政治運動の禁止、会長の

互選、会議の招集と、それと運営に必要な事

項についての審議会、会長への委任等を定め

ております。なお、別途、内閣府が条例の内

容を規定する政令を出しておりまして、以上

の条例の内容はほぼ政令の規定どおりのもの

となっております。

最後に施行の日でございますが、議決があ

り次第、公布施行し、委員人選に入ることと

しております。実際に委員を任命し第１回審

議会を開催しますのは来年の４月から５月ご

ろを予定しております。

説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。

○富田税務課長 税務課でございます。工場

等設置奨励条例と県税特別措置条例の一部を

改正する条例でございます。73ページの概要

をお示しておりますので、73ページをお願い

いたします。

税で担当をしておるところは中段の箱書き

の県税特別措置条例のところでございます。

まず、全体を御説明をしたいと思います。今

年の５月に産業振興を目的にしまして、企業

立地促進法が国で新たに制定をされました。

この法律は、過疎地や離島地域に工場の立地

を促進する従来の法律と違いまして、都市部

にも工業立地を進めるということを目的にし

てございますところが特徴的でございます。

製造業で５億円以上、それ以外では３億円以

上の施設を対象工場にしまして、不動産取得

税を免除とするために県税特別措置条例を改
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正するものでございます。

施行日は公布の日からになっております。

以上でございます。

○市川財政課長 財政課でございます。74ペ

ージをお願いいたします。

第26号議案当せん金付証票の発売について

でございますけれども、いわゆる宝くじの発

売限度額につきまして、法律第４条の規定に

よりまして、議会の議決をいただいた上で総

務大臣に提出する必要がございます。このた

め来年度に熊本県が発売いたします宝くじの

発売限度額を175億円以内とすることにつき

まして、議会の議決をお願いするものでござ

います。この金額の設定につきましては、本

年度までの発売状況等を勘案しまして今年度

増額で決定させていただいておるところでご

ざいます。

説明は以上でございます。

○松見市町村総室長 市町村総室です。75ペ

ージをお願いいたします。

第27号議案でございますけれども、市町の

廃置分合についてでございます。これは平成

20年10月６日から下益城郡富合町を熊本市に

編入合併することとするものでございます。

説明は77ページの方でさせていただきます。

まず、廃置分合の手続でございますけれど

も、熊本市、富合町、両首長、議会の議決を

経まして11月７日に知事に申請がなされてお

ります。この申請に基づき知事が廃置分合の

決定を行うことになりますけれども、決定に

つきましては、地方自治法第７条第１項の規

定によりまして県議会の議決が必要であり、

本議会での議決をお願いするものでございま

す。なお、廃置分合の効力は本議会での議決

を経て知事が決定し、その旨を総務大臣に届

け出て、それを総務大臣が告示することによ

り生じるということになります。

次に、６番ですけれども、新市の状況でご

ざいますが、この合併によりまして合併後の

熊本市の人口は67万7,565人となります。

次に８ですけれども、県内における廃置分

合の状況でございます。編入合併といたしま

しては、平成３年の飽託郡４町が熊本市に編

入されて以来のことであります。また、合併

新法下での合併は今回が初めてとなります。

以上、よろしくお願いいたします。

○由解文化企画課長 文化企画課でございま

す。資料78ページをお願いいたします。

議案第29号専決処分の報告と承認について

でございます。79ページの概要で御説明申し

上げます。

今年の10月９日に熊本県の地域振興局、文

化企画課職員が文化企画課の松橋収蔵庫敷地

内の除草作業で刈払機を使用しておった際に

誤って小石をはね飛ばしまして、隣接地に駐

車中の車両の後部座席左側窓ガラスを破損し

たことによる損害賠償額２万9,830円の決定

と和解に関するものでございます。

以上、よろしく御審議のほどお願いいたし

ます。

○中原隆博委員長 以上で執行部の説明が終

了いたしましたので、議案等につきまして質

疑を受けたいと思います。質疑はありません

か。

○竹口博己委員 今、関心を呼んでいます人

事委員会からの勧告を受けて９億600万の予

算計上については、理解する声あるいは一部

にシビアな声等々、聞かれますが、県の見解

をお示し願いたいと思います。どなたでしょ

うか。

○田崎人事課長 お答えをいたします。人事

委員会勧告につきましては、先生、御承知の

とおり、国の人事院と一緒になりまして、毎

年、給与については、民間企業でいいますと
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50名規模以上の規模の企業の調査をいたして

おりまして、全国では１万社ほど、県では50

人規模以上で180社程度を把握されておりま

、 、して 民間給与等について調査をされまして

それに基づいて官民の格差について勧告され

るという制度でございます。そういう意味で

は勧告どおりに給与改定を行うことで県内の

民間給与との均衡が図れるというふうに基本

的には考えているところでございますし、ま

た、人事院勧告制度は、御承知のように労働

基本権制約の代償措置と重い意味を持ってい

るというところでございます。そのような意

味で勧告に従って実施するというのが基本で

あろうというふうに考えているところでござ

いますけれども、過去には国の方も含めまし

て勧告の見送りといったような措置もなされ

ておるところでございます。県もそういう場

合には一緒になって国に準じた形でやってき

ておりますけれども、今回も国と同様、国は

指定職については、勧告を見送っております

し、そういうことも踏まえまして、本県とし

ましても、次長級以上の職員についての地域

手当それから勤勉手当の勧告を見送ったとい

うことでございます。そのようなことでござ

います。いろいろ御意見もあろうかと思いま

すが、人事委員会勧告の趣旨等を踏まえまし

て、ぜひ御理解をいただきたいというふうに

思っておるところでございます。

以上でございます。

○竹口博己委員 よくわかりました。人勧が

示された背景になっている官民格差から見て

も妥当であるということですよね、一言で言

えば。

○中原隆博委員長 よろしゅうございます

か。

○竹口博己委員 はい、いいです。そうです

ね。

○西岡勝成委員 下がる方のあれですけど、

特別職の全額で大体、年間どのくらいの減額

になりますか。

それと九州各県を見た場合に知事初めその

辺の給与、手当の状況というか、どの辺にあ

るのかな熊本県は。

○田崎人事課長 今の御質問は特別職といい

ますか、知事、三役等のということでよろし

ゅうございますか。

○西岡勝成委員 はい。

○田崎人事課長 現在、知事の給与につきま

しては、条例に特別職の知事等の給与条例に

よりまして、現在、124万円ということで規

定をされてございます。その他、副知事以下

につきましても、それぞれ規定がなされてお

りますけれども、この金額というのは特別職

の報酬審議会等を経ましてその報酬額という

のが定まってくるわけでございますけれど

も、この金額は実をいいますと、平成18年４

月１日で特別職の報酬審議会条例を踏まえて

改定がなされております。現状で九州各県の

状況を見てみますと、ほぼ大体、本県の報酬

額と同じような金額ということでございま

。 。す そう大差はないということでございます

以上でよろしゅうございますか。

○西岡勝成委員 総額どのくらい減額になる

のかな。

○田崎人事課長 今おっしゃったのは今回の

特別職の給与カットに伴う額ということで。

○西岡勝成委員 そうです。

○田崎人事課長 失礼いたしました。申しわ

けございません。１年３カ月間で総額1,500
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万円程度のカットということになります。

○西岡勝成委員 よかです。

○中原隆博委員長 ほかに。

○小早川宗弘副委員長 私も今回の職員の給

与改定については、非常に県財政が厳しい状

況の中で上がるのはいかがなもんかなという

ふうな気持ちでおります。ちょうど今、私も

忘年会シーズンだもんだけん、いろいろな県

民の方といろんな会合に行ってから話を聞く

機会があっとですけれども、県は厳しか、厳

しい財政と言いながら、給料を上げる分につ

いてはすんなり９億600万の予算を計上すっ

とかいというふうな非常に厳しい意見があっ

てですね、県民の理解というのが得られてお

らぬとでなかろうかなというふうな思いもあ

ります。ちょっと部長に後から見解を聞きた

いというふうに思いますけれども、実際、上

がる対象となる若年層の皆様方、給料が上が

る皆様方の受けとめ方というのを聞きたかつ

です。人事委員会勧告だけん、私たちの給料

が上がってもそれは当然ばいというふうな思

いもあられるかもしれませんですし、こうい

う時期に我々の給料が上がるのは抵抗がある

とかというふうな思いがあるかもしれんです

けれども、その実際は上がる職員さんたちの

気持ちと、どがんふうな受けとめ方をしとん

なはっとかなあと、わかればですよ、その辺

の話も聞きたいと思いますけれども、結局は

職員さんの皆様方の職務に対する意識だと

か、あるいは熱意がこの給与の改定に伴って

向上していく、上がっていけば仕事の能率と

かも、だんだんと上がっていくというふうな

意識の向上につながっていけばというふうな

ことを思うもんですから、職員さん方の受け

とめ方はどうなのかというのを聞きたいで

す。

○田崎人事課長 職員の受けとめ方というこ

とでございますが、この11月に職員組合との

交渉等も続けてまいりまして、その中でも非

常に厳しい状況にあるということはこちらの

方からもいろいろお話ししまして、それぞれ

の各職員の方もそういう状況にあるという受

けとめ方はしておるところでございます。一

方、実をいいますと、平成11年からずっと人

事委員会勧告につきましては、ボーナス等が

ずっと支給月数が下がってきておりまして、

11年から18年まで連続して下がる、あるいは

18年度は勧告なしということでございました

けれども、総額として52万程度下がってきて

いる状況もございます。そういった点からは

人事委員会勧告について下がったときにも受

けとめてきていると、そういう意味では、あ

る意味上がるときにいろんな意見があるのは

承知するけれども、そこは御理解をいただき

たいというのが職員の気持ちの中にはあるの

ではないかと、私はそういうふうに受けとめ

たところでございます。

以上でございます。

○中原隆博委員長 それでは、総括して総務

部長どうぞ。

○原田総務部長 今年の職員の給与改定につ

きましては、いろんな県民の皆様からの厳し

い声もあるということは私自身も十分承知し

ておりますが、今、人事課長からるる御説明

を申し上げましたように、職員の給与の取り

扱いについては、そういった人事院あるいは

人事委員会制度というのがあり、それが一つ

重い制度であるというのが第１点でございま

す。そういう中でこういう提案をいたしてお

りますけれども、職員にありましては、そう

いう県民の声があるということを踏まえて、

やはり例えば職員数あたりは相当減らしてき

ておりますけれども、残された職員、そうい



- 16 -

う意味では総人件費の抑制というのは相当の

効果は上げております。その辺も県民の皆さ

んには御理解いただきたいと思いますが、な

かなか民間給与との格差というか、比較をし

たと申しましても、やはり、どうしても公務

に類似した企業に限定しているということ、

あるいは50人規模というそういった規模から

いいますと、一般の県民の皆さんの感覚とは

ずれるのではないかという要素もあるという

のも理解しております。そういうことで、そ

ういう声があるというのを十分理解しながら

県民サービスあるいはより一層の職務の精

励、この辺が必要だと思っておりますし、機

会あるごとにそういう県民の皆さんの声を受

けとめて職務に精励するように私どもとして

も取り組んでいきたいと思っております。

○小早川宗弘副委員長 人事委員会の勧告と

いうふうなこともありますけれども、私個人

は採決には反対しませんけれども、県民の皆

様方の意見と認識、厳しい見方をされている

ということをしっかりと皆様方は受けとめて

いただいて、今まで以上に頑張っていただき

たいというふうに思います。

以上です。

○西岡勝成委員 自己啓発等の休業また修学

部分休業、高齢者部分休業、これで承認要件

として、公務の運営に支障がないということ

でなっておりますけれども、非常に職員の削

減をしている中でぎりぎりのところでやって

いるのですけれども、これはどういう要件が

満たされたとき判断されるんですか、人数的

な問題もあろうかと思いますけれども。

、 、○田崎人事課長 承認要件としましては 今

先生おっしゃられましたように、公務に支障

がないことというのがまず大前提でございま

す。当然、例えば自己啓発休業制度につきま

しては、全く公務を離れるわけでございます

ので、離れる分につきましては、例えば業務

の再配分でありますとか、例えば嘱託の採用

でありますとか、例えば今回、御説明しまし

た短時間の勤務する職員を採用するとか、そ

のようなことで対応していくということにな

るわけでございます。そういったことを踏ま

えて個別、個別に公務の上に支障があるのか

ないのか、申請があった都度、判断していく

ということになるということでございます。

○西岡勝成委員 概略、大体、何人くらいと

いうことは想像はされてないわけですか。

○田崎人事課長 自己啓発休業制度、修学部

分休業制度はそれぞれ大学等を対象にしてお

りますけれども、現在、実をいいますと夜間

の大学あるいは通信制の教育という大学に行

っている職員というのが総数で大体42名程度

把握をしております。

○西岡勝成委員 両方ですか。

○田崎人事課長 それぞれトータルしてでご

ざいます。夜間大学、通信教育あるいはその

他の大学の履修といいますか、課程をそれぞ

れ時間ごとでございますけれども、課程の履

修というようなことで今実際にそういったと

ころに行っているのが42名程度おりまして、

一定数の希望は出てくるのかなというふうに

思っておるところでございます。

○中原隆博委員長 よろしゅうございます

か。

○鎌田聡委員 高齢者の部分休業制度です

、 、 、ね 背景がよくわからないんですけど 実際

地域ボランティアとか、家族介護で時間を必

要だというニーズがあるんでしょうか、現場

の方には。
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○田崎人事課長 高齢者の部分休業につきま

しては、現在、取り入れております導入県が

全国で約20県程度ございます。そういった県

の状況を見てみますと、例えば高齢者部分休

業を使いましてボランティアに参加したり、

あるいは家族介護に利用したり、あるいはみ

ずからの健康上の理由等で一定期間といいま

すか、勤務時間を少なくできる高齢者部分休

業を活用されているというケースがあるよう

でございます。私たち熊本県としましても、

どの程度の利用があるのかということにつき

ましては、まだわからない部分もあるわけで

ございますけれども、今申し上げました地域

ボランティアへの参加、あるいは家族介護等

については一定の希望等もあるのではないか

というふうに思っているところでございます

し、もう先生方、既に御承知のように、再任

用制度というのが60歳を超えた場合に導入し

ておりますけれども、再任用の短時間勤務制

度というものも導入しております。この再任

用の短時間勤務制度とこの高齢者部分休業制

度を組み合わせることによりまして、言うな

らば職場の新陳代謝あるいは言いますならば

新規採用職員の採用につながる部分もあわせ

てございますので、そういった点も踏まえて

今回、導入をしたいというふうに考えている

ところでございます。

○鎌田聡委員 趣旨としては理解をするんで

すけれども、これはあくまでも本人が希望す

る場合で、希望をさせられるふうにして人件

費を抑制していくとか、そのようにならない

ようにぜひやっていただきたいと思います

し、その家族介護とか健康上の部分はわかり

ますけれども、ボランティアはボランティア

休暇制度というのがあると思うんですけれど

も、そことの兼ね合いはいかがでしうか。

○田崎人事課長 高齢者部分休業制度につい

ては、今、先生おっしゃいましたように、本

人からの希望というのが前提でございますの

で、それを強制するというようなことがある

ということではございません。

それとボランティアというのを今おっしゃ

られました休暇というのが確かにございま

す。特別休暇としてございますけれども、こ

れは一定の期間限られた日数、たしか５日間

ということだったと思いますけれども、そう

いう限られた期間の特別休暇でございまし

て、今回のような形で継続した形の勤務時間

を少なくする中で地域ボランティアに参加す

るという部分が広がる可能性はあろうかとい

うふうに思っております。

○鎌田聡委員 ちょっとボランティア休暇と

は中身が違うというか、取り方自体とか、ボ

ランティアの中身が多分違うんだろうと思い

ますので、先ほど申し上げましたように、こ

れはあくまでも職員の希望と、自分のライフ

サイクルといいますね、そういった生活面で

の希望という部分で運用していただきたいと

いうふうに思います。

以上です。

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

た。

ほかになければ、これで議案等に対する質

疑を終了したいと思います。

ただいまから、本委員会に付託されました

、 、 、議案第１号 第３号から第13号まで 第26号

第27号、第29号、第32号、第33号及び第40号

から第43号までについて一括して採決をいた

、 。したいと思いますが 御異議ございませんか

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 異議なしと認め、一括し

て採決いたします。

、 、議案第１号外20件について 原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 異議なしと認めます。よ
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って、議案第１号外20件は、原案のとおり、

可決することに決定いたしました。

それから、今それぞれ委員の先生方からも

御指摘もございまして、特に可決いただきま

した中での第32号議案、平成19年度熊本県一

般会計補正予算(第８号)についていろいろと

議論がございます。本会議に附帯決議がされ

るかとも思います。

以上、申し添えておきます。

それでは、次に、本委員会に付託されまし

た請願を議題とし、これについて審議を行い

たいと思います。

それでは、請第17号について、執行部から

状況の説明をお願いいたします。

○楢木野私学文書課長 私学文書課でござい

ます。

請第17号私学助成の充実強化に関する請願

について御説明いたします。

この請願は、私学助成拡充を求める熊本県

実行委員会からの請願でございます。請願事

項は３項目あります。まず１は、私学助成全

般にかかわる総論的な内容でございまして、

私学助成予算総額の増額を求めるものとなっ

ております。また、２と３は個別的な事柄で

小規模校に対する特別助成制度の創設と父母

負担軽減のための直接助成措置の拡充でござ

います。以下、それぞれの項目についての現

状について御説明いたします。

まず、請願事項にかかわる私学振興予算と

しましては、本年度は私学全体で85億円余、

うち、中高等学校関係では57億円余を計上し

ております。そのうち、私立中高等学校の経

常費への補助が53億円余でございまして、財

源的にはそのほとんどが地方交付税と国庫補

助金で措置をされているところでございま

す。

請願事項２に関しては、本県の私立高等学

校で、これは小規模校という定義が書いてな

いですが、昨年度までは300人未満というこ

とが入っておりましたので、一応、300人以

下の高校ということで考えますと３校ありま

すけれども、うち２校は別途、過疎高校への

特別補助を受けております。過疎高校への特

、 、別補助につきましては 国庫補助事業として

国の基準に基づき、県内の該当校に対し8,80

0万円余の補助を行っております。

請願事項３の父母負担軽減につきまして

は、高校の場合、先ほど述べた経常費助成で

生徒１人当たり約30万円の助成を行うととも

に、請願事項にあります失業、倒産等による

家計急変も含めて経済的に困難な家庭への就

学支援として、私立学校が行う授業料の減免

に対して１億1,000万円余の補助を行ってお

ります。これは九州の他の県と比べましても

手厚い補助でございます。現状は以上でござ

います。

なお、去る９月議会において、熊本県私立

中学高等学校協会及び熊本県私立中学高等学

校振興協議会から、私学助成の充実を求める

請願がなされ採択されて国に意見書が提出さ

れました。９月議会の請願と今回の請願は、

ともに私学助成の充実を求めるものでありま

すが、９月議会の請願は、私学助成の一層の

充実が図られるよう政府及び国会に意見書を

提出してほしいという趣旨、つまり国に対す

る働きかけを求めるものでございましたが、

今回の請願は県に対して、予算上の対応を求

めるものでございます。

説明は以上のとおりでございます。御審議

のほどよろしくお願いいたします。

○中原隆博委員長 それでは、ただいまの説

明に対して質疑はありませんか。

なければ、これで一応、質疑はないものと

いうことで理解をいたしたいと思います。

それでは、採決に入ります。

請第17号についてはいかがいたしましょう

か。

（｢採択」｢不採択｣と呼ぶ者あり)
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○中原隆博委員長 採択と不採択，２つの意

見が出ております。

それでは今、採択と不採択という意見が出

ましたので、採択、不採択について、まず、

採択についてお諮りをいたしたいと思いま

す。

請第17号を採択とすることに賛成の委員の

挙手をお願いいたします。

（賛成者挙手)

○中原隆博委員長 挙手少数と認めます。よ

って、請第17号は不採択とすることに決定い

たしました。

次に、継続審査についての請願の審査を行

いたいと思います。

まず、請第３号について執行部から状況の

説明をお願いいたします。

○由解文化企画課長 文化企画課でございま

す。

請第３号継続案件でございます。県立劇場

のコンサートホールにパイプオルガンの設置

の実現を求めるものでございます。状況の変

化はあってございません。今後とも引き続き

全国の調査状況などの把握に努めますととも

に、何らかの工夫・方策ができないか研究し

てまいりたいというように思っております。

御審議のほどよろしくお願いいたします。

○中原隆博委員長 ただいまの説明に関しま

して、御質疑はありませんか。

（｢なし」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 それでは、採択に入りま

す。ただいまの請第３号についていかがいた

しましょうか。

（｢継続」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 継続ということでござい

ます。

それでは、継続について、お諮りをいたし

ます。

請第３号を継続審査とすることに御異議あ

りませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 異議なしと認めます。よ

って、請第３号は継続審査とすることに決定

いたしました。

次に、閉会中の継続審査事件ついて、お諮

りをいたします。

議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査とすることを議長に申し出ることに

してよろしいでしょうか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 それでは、そのように取

り計らわせていただきます。

それでは、その他といたしまして、執行部

から報告の申し出が５件あってります。

まず、執行部の報告を求めた後、一括して

質疑を受けたいと思います。

それでは、関係課長から順次報告をお願い

いたします。

まず、総務部から田崎人事課長。

○田崎人事課長 人事課でございます。

地域振興局の見直しについて御報告させて

いただきます。お手元に資料としまして、地

、 、域振興局見直しに関する基本方針 それから

地域振興局見直しに関する基本方針概要の２

種類をお配りしていると思います。本日は、

そのうちの横長の概要によりまして御説明を

させていただきます。地域振興局の見直しに

つきましては、御承知のように平成17年２月

に作成しました行財政改革基本方針に基づき

まして、昨年９月に見直しの基本的な考え方

を記載しました中間取りまとめを策定して、

県議会に御報告をさせていただいたところで

ございます。その後、関係市町村や関係団体

に対し中間取りまとめを説明し、ヒヤリング

などを行いまして、さまざまな御意見をお伺

いしてまいりました。それらの意見を踏まえ

まして、今回、基本方針として取りまとめた

ところでございます。それでは、概要の表紙
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をおめくりいただきまして１ページをごらん

ください。

まず、上段の欄でございますが、地域振興

局の現状と課題につきまして、地域振興局の

機能や役割の課題と、各業務ごとの課題とに

分けてまとめております。機能と役割につき

ましては、平成12年に地域振興局が発足した

際に強化しました地域振興機能、市町村との

連携機能、県民サービスの３つの拠点機能に

ついて課題を示しております。また、一番右

側にありますように、各業務ごとの課題は、

各分野ごとの業務について改めて見直した結

果、浮かび上がってきた課題としてまとめて

おります。これらの課題への対応の観点から

検討しました結果、地域振興機能につきまし

ては、新幹線熊本づくりプロジェクトなどを

初めとした地域の元気づくりの取り組みなど

に、また、市町村との連携機能については、

市町村合併の支援などについて、今後とも地

域振興局の機能を維持しながら取り組んでい

く必要があると考えております。一方、県民

サービスの拠点としての機能につきまして

は、法制度や社会環境の変化に伴う新たな課

題への対応、さらには行財政改革にもふだん

に取り組む必要があることから、今回見直し

としておりまして、県民サービスに直結いた

します各業務の課題解消に向けて専門性の維

持や、効率性の向上のため、業務の集約や組

織のスリム化などの改善策に取り組む必要が

あると考えております。各業務ごとの課題の

欄にも記載しておりますように、改善が必要

な業務の例としまては、福祉事務所業務、税

の賦課徴収業務などについて記載していると

ころでございます。なお、１ページ目の中段

の囲みに記載しておりますけれども、留意す

べき要因としまして、第二期地方分権改革の

動きや地域の意見などもしっかりと見極めな

がら見直しを進めていく必要があると考えて

おります。

２ページをごらんいただきたいと思いま

す。ここでは当面の見直しについて３つの方

策を記載しております。１つ目は現状と課題

でも申し上げました地域振興機能と市町村等

との連携機能について維持継続する必要があ

、 、ることから 現行の1O局振興局体制を維持し

地域振興などへの取り組みを継続するとして

おります。２つ目は県民サービス機能及び各

業務ごとの課題への対応として新たな課題や

専門的、広域的課題へ対応するため、業務集

約を実施するとしております。３つ目は行財

政改革に向けた現行組織の見直しとして、効

率的な実施体制の整備に向け組織のスリム化

を実施するとしております。その下に業務の

集約の例として、幾つか掲げておりますけれ

ども、まず、20年度でございますが、庶務業

務の一部を本庁に集約しますとともに、水産

業務を個別に集約するなどの見直しを行いた

いと考えております。

そのほか、おおむね３年以内に集約に向け

まして掲げておりますように税務関係、生活

関係、福祉関係、環境関係、林務自然保護関

係などについて記載しております。それぞれ

の業務の課題を解消するため、おおむね３年

以内に業務を集約する方向で検討していきた

いと考えております。なお、平成20年度から

集約する業務を含めまして、いずれの業務に

つきましても、直接的な県民サービスにかか

わるものにつきましては、これまでの地域に

引き続き窓口を置いたり、許認可等の電子申

、 、請化や電子メールを利用した相談受付 また

必要に応じて職員が現地に出向くなどの工夫

によりまして、利用者の利便性ができる限り

低下しないような工夫を検討していきたいと

考えております。また、あわせまして現行組

織の業務を見直して、小規模組織の統廃合な

どによりまして簡素で効率的な体制を整備し

ていく予定としております。このようなこと

を含めまして今、県の行財政改革基本方針で

は、平成17年から22年にかけて知事部局全体

で約360人の職員数削減を掲げておりますけ
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れども、このうち約半数に当たります180人

程度を業務の集約あるいは組織のスリム化な

どを行うことで地域振興局から削減すること

を目指して、行財政改革についても、しっか

りと取り組んでまいりたいと考えておりま

す。なお、地域振興局の見直しにつきまして

は、先ほども述べましたけれども、第二期地

方分権改革に向けた国と地方との役割分担の

あり方についての議論や、合併新法に基づく

市町村合併の取り組みなど、県や地域振興局

を取りまく環境に不確実な状況もございます

ため、これらの動向を見極めながら今後も地

域振興局の見直しの検討を継続していく必要

があると考えております。

最後に、今後の進め方についてでございま

すが、この基本方針につきまして、各市町村

や関係団体へ御説明し、御意見をお聞きしな

がらよりよい業務執行体制づくりに向けて取

り組みを進めてまいりたいと考えておりま

す。

以上、地域振興局見直しに関する基本方針

として御報告させていただきます。よろしく

お願いいたします。

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

た。それでは続きまして、市川財政課長。

○市川財政課長 財政課でございます。２番

目の資料をお願いいたします。

熊本県連結バランスシートにつきまして御

説明させていただきます。１枚目の概要ペー

パーで御説明させていただきます。県団体の

バランスシートにつきましては、９月議会で

報告させていただきましたが、今回につきま

しては、１の策定目的のところにも書いてご

ざいますが、本県と連携協力して行政サービ

スを実施している関係団体、具体的には三セ

ク、地方公社などでございますけれども、こ

れらで一定の要件を満たすものにつきまして

連結してバランスシートをつくったものでご

ざいます。これにつきましては、夕張市にお

いて外郭団体の負債が問題になったりもしま

したけれども、地方団体が一定のかかわりを

持つ外郭団体の負債なども合わせて財務の姿

をわかりやすく見せると、そういった観点か

ら作成しておるところでございます。連結の

結果としましては、４にまとめておりますけ

れども 資産が３兆2,599億円 負債が１兆6,、 、

552億円でございます。連結する前の県のバ

ランスシート、県団体のバランスシートと比

較しますと、資産につきましては430億円、

負債につきましては276億円，それぞれ約２

％弱大きくなっておるところでございます。

こういったバランスシートを他県とも比べな

がら今後の熊本県財政につきまして検討の指

標となるよう勉強していきたいというふうに

考えております。

次に、３番目の資料をお願いいたします。

こちらは地方公共団体財政健全化法におけ

る指標についてという資料でございます。先

にちょっと裏をごらんいただきますでしょう

か、法律全体の概要をまとめておるところで

ございます。これは２月議会においても御説

明させていただいておりますので、簡潔に御

説明させていただきますけれども、上が新た

な制度、下が現在、夕張市が適用されており

ます財政再建制度でございますけれども、新

たな制度になる際に変更点が２件ございま

す。左から見ていただきますと、下の制度で

は、指標が１つしかございませんけれども、

上の制度におきましては、指標が４つになっ

ております。②の三セクなどを含めた連結の

指標、④のストックベース、そういった指標

を４つにふやしまして多面的に分析するよう

になっておるところが１点目でございます。

次に、下の制度では２点目でございますけ

れども、下の現行旧制度では真ん中がなくて

いきなり一番右の再建段階にいっておりま

す。上の新制度におきましては、まず、指標

が一定水準になったときにつきましては、早
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期健全化計画というのを作成いたしまして、

まずは実質的な健全化を図ると、さらに指標

が悪化したときに初めて再生段階といったふ

。 、うになります 真ん中の部分につきましては

財政の悪化に黄色信号をともすというよう

な、いきなり赤信号にいくのでなくて黄色信

号をともすような、そういった仕組みになっ

ておるところでございます。再度、表をごら

んいただきますと、今回この財政再建制度に

かかわります４つの指標が早期健全化基準、

財政再生基準、それぞれ表のとおり総務省か

。 、ら先般公表されたところでございます なお

この指標の一部の算定方法、いまだ不明の部

分もございますけれども、本県の場合で申し

ますと、昨年度の平成18年度の決算に基づき

算定しますと、厳しい財政状況ではございま

すけれども、どの指標も該当しないというふ

うに見込んでおります。今後ともより一層健

全な財政運営に努めてまいりたいというふう

に思っております。

説明は以上でございます。

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

た。

続きまして、先生方、報告事項の４番目で

ございます。松見市町村総室長。

○松見市町村総室長 市町村総室でございま

す。

市町村合併の進捗状況につきまして御報告

させていただきます。報告資料４番目ですけ

れども、その１ページをお開きいただきたい

と思います。アンダーライン下線を引いてお

ります箇所が９月委員会で御報告いたしまし

たそれ以降の最近の動きでございますので、

その部分を中心に御説明いたします。

まず、合併新法下の取り組みでございます

けれども、先ほど御審議いただきましたとお

り、熊本市と富合町から廃置分合申請がなさ

れたところでございます。また、２ページに

なりますけれども、10月には政令市関係シン

ポジウムを熊本市等と共催で開催したところ

でございます。

次に、大きな２番目の熊本市と富合町の合

併につきましては、御説明したとおりでござ

います。

次に、４ページをお願いいたします。各地

域におきます合併に向けた動きでございます

けれども、まず、熊本市周辺では植木町、城

南町、益城町、西原村のそれぞれの動き、ま

た、荒尾・玉名地域や人吉・球磨地域での最

近の状況を記載しているところでございま

す。このような具体的な動きが始まった町や

地域に対しましては、県としても情報の提供

や説明など記載のとおり実施しているところ

でございますし、いまだ具体的動きのない地

域に対しましては、これからもできるだけ早

く検討を始めていただくよう合併機運の醸成

に努めてまいりたいと思っております。

以上でございます。

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

た。

それでは続きまして、地域振興部、田嶋川

、 、辺川ダム総合対策課長 報告事項の５ですね

よろしくお願いいたします。

○田嶋川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。

まず、治水を巡る状況について御説明いた

します。国土交通省が本年５月に河川整備基

本方針を策定いたしまて、その後これに関す

る説明会を以下の表のとおり、流域内市町村

50回、流域外で３回と合わせて53回実施して

おります。今後ダムを初めとする具体的な洪

水調節施設について、河川整備計画の策定の

段階になりますが、現段階においてその概要

とか、具体的なスケジュールは示されており

ません。

続いて裏面をお願いいたします。利水をめ
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ぐる状況でございます。かいつまんでこれま

での経緯及び現状について御説明いたしま

す。

まず、一番ポツですけれども、本年５月に

始まりました関係６市町村会議は２回まで６

市町村そろって協議が行われましたが、その

後、相良村長が事業廃止に向けた協議会には

応じないとの見解を示して３回目以降は会議

を拒否しております。その後、５市町村は相

良村の協議復帰を求めるとともに、５市町村

だけで協議を継続して、その後、行政として

の農家の説明責任を果たすということと、農

家の意向を把握する観点から、11月５日から

12日にかけて農家説明会を開催いたしまし

た。その中で一方、相良村長は10月30日に改

めて記者会見を開きまして、国営利水事業に

参加することはないとの意向を表明しており

ます。

その次ですが、県としましては、地元市町

村の合意なくしては何ら事態が進展しないと

いうことから、相良村長に復帰を要請しまし

、 。たが 現段階においても実現しておりません

このような状況を踏まえまして、国は11月21

日に地元の合意状況について聞き取りを聴取

しております。ただ、構図は変わらず相良村

長は事業参加を拒否し、５市町は事業実施を

求めるというような状況でございます。国は

年末の補正予算確定までに判断するというこ

とをしておりますが、このまま地元合意がな

さなければ予算措置は難しいとの見解を示し

ております。

今後の進め方ですが、利水事業をめぐって

来年度予算の確保というものは極めて厳しい

状況にあります。ただ、今後の事業の方向性

の検討とか、利水事業をめぐるさまざまな課

題の解決を図るためには、関係市町村の意見

の一致が得られなければ何一つ解決できない

、 、という現実でありますので 県としましては

事業の休止いかんにかかわらず、また、国の

動向を見極めて引き続き地元市町村間の話し

合いに向けた働きかけに努めるなど、農家中

心という原則を念頭に精いっぱい取り組んで

まいりたいと思っております。

以上でございます。

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

た。

以上で執行部の報告が終了いたしましたの

で、ただいま、それぞれの課長からお話があ

りました報告事項について質疑を受けたいと

思います。質疑はありませんか。

○西岡勝成委員 地域振興局の見直しですけ

れども、広域合併がいろいろ進んだ中で、私

は10振興局ですか、これはそのまま置くとい

うことはある意味ではわかるんですけれど

も、私は１つの行政改革を大々的にやる１つ

のチャンスだと思っておるんです。ところが

合併後２～３年たっても振興局の見直しの基

、 、本方針というのは 基本方針は出てますけど

具体的にはまだ進んでないんですけれども、

それは地元はあった方が非常に便利はいいけ

れども、これだけ電子機器とか発達をする中

でですね、例えば八代振興局、八代市役所の

中にあっても、ある意味では私はおかしくな

い時代になりよるんじゃないかなと思うので

す。要するに道州制とか、そういう時代にな

っていく中でかえってそっちの方が市役所と

の連携をとりながらやっていける１つのチャ

ンスでもあると思うのですけれども、もうち

ょっと思い切った組織改革というのは考えら

れないですか、ここら辺で。

○中原隆博委員長 まず、説明をいただいた

田崎人事課長から。

○田崎人事課長 地域振興局の見直しにつき

ましては、先ほど御説明をいたしましたけれ

ども、17年２月につくりました行財政改革基

本方針の中で掲げられておりまして、その後
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取り組んで来た事柄でございます。先生おっ

しゃいましたように、市町村合併が進む中で

さらに改革を進める１つのチャンスではない

かということでございましたけれども、我々

もそういう認識は十分持っているところでご

ざいます。ただ、先ほども御説明をいたしま

したけれども、分権の進展あるいは県内市町

村の行財政基盤整備の充実ということがまだ

道半ばであると、あるいは市町村合併も熊本

都市圏も含めまして今途上の段階にあると、

加えて道州制に関する議論あるいは地方分権

改革の新たなそういう委員会が今年の19年４

月にできて、分権改革についての新たな議論

がスタートするというようなこともあってお

ります。こういうことを踏まえて今回できる

ものから改革をしていくということで基本方

針をまとめさせていただいているところでご

ざいます。先生もおっしゃいましたように、

将来的に市役所の中にあってもおかしくない

というようなことをおっしゃっていただきま

したけれども、いわゆる基礎的自治体であり

ます市町村が力をつけていくという方向性、

大きな方向性があると我々も思っております

けれども、そういった中でどういう見直しを

していく必要があるのかということにつきま

しては、先ほどの概要のところでも御説明い

たしましたけれども、引き続き検討していき

たいと考えておるところでございます。よろ

しくお願いをいたします。

○西岡勝成委員 お願いですけれども、パー

トナーシップを潮谷知事は掲げられておりま

すけれども、基本を示してから改革は早急に

行わないと、余りいろいろな立場の意見だけ

を聞きよったら、基本方針というのは県がき

ちっと持った上で物事を進めないとなかな

か、だらだらして改革の果実は上がってこな

いと思いますので、その辺は思い切って時代

を先取りするくらいのエネルギッシュな考え

でやってもらいたいと思います。

もう１つ、川辺川の交渉の説明会ですたい

ね、１回あたり30人くらいですよ、大体、平

均すると。えらい大問題であるけれども、流

域の人たちの関心というのは薄いんですか、

それとも参加される方は同じような方がお見

えになっているようなことはないですか。

○田嶋川辺川ダム総合対策課長 53回、報告

会をされましたけれども、基本的にある程度

固まった方、レギュラーの方も多いというこ

とで、川辺川ダムに対する基本方針に関する

関心はそんなに高まってないような感じもご

ざいます。ただ、中にはダム推進反対にかか

わらず、地元の今、治水対策の状況について

非常に懸念されている声も上がっておりまし

て、今回、基本方針はあくまで球磨川の治水

のあり方について長期的なものですので、そ

ういう観点から地元の関心はそんなに低くは

ないと思いますが、いかんせん参加者がその

ような状況であるということは事実でありま

す。

○西岡勝成委員 私は想像ですけれども、何

かそっちの方がずっと回っておられるような

感じもせぬでもないもんですから、世間でい

ろいろ大問題になっておる割には地元の関心

というのが薄いのではないかと思ったもんで

すから。はい、いいです。

○中原隆博委員長 よろしゅうございます

か、ほかに――。

○鎌田聡委員 地方公共団体財政健全化法に

おける指標ということで新たな指標という

か、財政再生団体の移行基準が公表されたと

いうことでしょうけれども、ちなみに済みま

せん、平成18年度決算でそれぞれの比率が今

どこにあるのか、教えていただきたいと思い

ます。
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○市川財政課長 資料が①から④までござい

ますけれども、このうち①、②につきまして

はいずれも赤字比率でございます。本県決算

状況は現段階赤字になっております。１、２

番はゼロです。３番は13.4％でございます。

４番はまだ算定方式が明確になっておりませ

んけれども、200％の前半というふうに推定

しております。

以上でございます。

○鎌田聡委員 わかりました。いいです。

○中原隆博委員長 よろしゅうございます

か、ほかに――。

○竹口博己委員 松見総室長さんですね、西

原村に合併の動きといいますか、研修会開催

という少し動きが出てきたやに見えるんです

が、これはどこを視野に入れた動きかという

のはつかんでおられますか、どっちの方を向

いているか、熊本市に向いているのか、山の

方を。

○松見市町村総室長 報告資料の４ページに

記載しておりますとおり、西原村におきまし

ては、10月４日に村の議会の方で研修会を開

きたいということで要請がありまして、総室

の方から出向いて御説明したんですけれど

も、その折、議会だけではなくて執行部の幹

部の方々も御参加いただいたという状況でご

ざいます。どこをということなんですが、過

去のいろんな経緯もございますので、そこら

辺も踏まえて今内部で御検討されているとい

う状況でございます。当然、村長さんとして

はいろんな町を念頭にまたは一部ではそれに

ついてのあたりといいますかね、内々でのお

話もされているやには聞いておりますが、こ

ちらに正式にどうこうという話までは伺って

はいない状況でございます。まずは合併につ

きましては、特別委員会も設置しておられま

すので、熱心に御検討いただいている状況だ

というふうに思っております。

○竹口博己委員 というのは今ちょっとよく

わかりません、ひょっとしたら熊本の方とい

う可能性もないわけじゃないということをお

っしゃったんですか、いろいろとおっしゃっ

たもんだから。

○中原隆博委員長 ちょっと奥歯に物の挟ま

ったようで。

○松見市町村総室長 これはいろんなほかの

西原村だけの問題ではないものですから、こ

こでが、どうでしょうかね、今はできる状況

ではないと思います。

○竹口博己委員 わかりました。そこで総室

長ね、例えばですよ、熊本市の政令市を県は

バックアップするというしっかりしたスタン

、 、 、スをとって近年来ていますね だから なお

何か恐る恐るでなくて、しっかりどうだ熊本

市とというのは何もおかしくはないです、県

のスタンスは、おかしくはないです。ただ、

逆にそれを言うことによって拍車がかかるか

もしれない、やっぱり何かの後押しはないと

地元だけでは無理なもんです。相当、富合も

苦労したでしょう。そういうことで総室長、

やっぱりリーダーシップをね、恐る恐るとい

うのはもうどうですかね。

○松見市町村総室長 恐る恐るという御指摘

でございますけれども、私どもは慎重に取り

組んでいるつもりでございますので、そこは

どうか。

○竹口博己委員 わかりました。仮に今、城

南町が非常に富合に次いで熊本市との合併の

機運が高まってきていますね、さっきの総室

長の報告によると住民アンケートの結果、賛
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成が68.6、そのうちの69.4が熊本市をという

数値が出ていますね、恐らく来るかもしれま

せんね、富合が来るから嘉島を飛び越して飛

び地ではなくなるんで来やすくなりますね、

地続きになってくるもんですから、来やすい

土壌はできた。だけど仮に来たとしても政令

市としての人口に達するにはまだ距離があり

ますでしょう、植木が来たらなるんですか。

○松見市町村総室長 現在、城南町が人口１

万9,000人いらっしゃいますので、委員、御

指摘のとおり、城南町が仮に熊本市と一緒に

なって富合町と合わせますと69万数千人とい

うことであと３～4,000人という感じにはな

ります。70万という一つの目安から見たら今

少し不足するという状況でございます。

○竹口博己委員 となれば富合が来た、そし

て城南も幸いに来たと、そう仮定してもちょ

っと足らんぞということなら、あと一つどこ

かとなるでしょう。益城が来ればほかは来ん

てちゃいいんでしょうけれども、ちょっとハ

ードルが高いとなれば植木ということになっ

。 、 、 、てくる 今 新幹線 その先に道州制という

このことを考えますと熊本市を政令市にして

基盤づくりをするというのは県政にとっても

非常に重要な立場だということを明確に知事

もしておられますから、また、これほどのチ

ャンスはない、こんなにいいときはないです

ね、政令市に持っていく舞台としては。こん

なにいいときはないわけですから、総室長、

もう少々嫌われても植木に対して強力にアピ

ールしていくと、植木は県の姿勢に対して反

、 、発しようと しまいといいじゃありませんか

ガラス張りで、県民にわかる形で、県はこう

、 、いう提示をしたけれども 植木は拒否したと

それでいいじゃないですか、もう強い姿勢で

慎重にというのがもうタイムリミットになっ

てしまうということもありますよ、そのとき

の責任は問われますね、ですから、いま一物

足りなさを……、一生懸命やっておられるの

は高く評価しつつも、もういっちょ何かあっ

とではというような思いもあるんですが、総

室長、最後に御決意をお願いします。

○松見市町村総室長 ４ページに記載してお

りますとおり、植木町におきましては、町の

方の議会の方にも特別委員会ができておりま

す。その特別委員会では熊本市の方と具体的

に事務的な打ち合わせ協議等がなされている

状況でございます。それと別個に住民の方々

も非常に関心が高まっておりまして、私ども

現地に出向いて住民の団体の方々に合計８回

ほど実施しておりますが、書いておりますと

おり、延べ約500人くらいの住民の方々にも

説明をしている、これからも説明していく予

定にしております。そういう状況ですので、

かなり植木町におかれましては熊本市との合

併というものについての検討が深まってきて

いるというふうに思っております。なお、私

どもが説明するスタンスというのはあくまで

も熊本県としては市町村の合併を推進するん

だということと、それから政令市は必要なん

ですよと、ですから、植木町が仮に熊本市と

一緒になれば政令市になりますと、政令市と

はどういうものですというものを中心に御説

明いたしております。それから益城町につき

ましても記載のとおり、益城町と熊本市の方

で事務方ですけれども、継続して協議がなさ

れているところでございます。

以上でございます。

○竹口博己委員 ありがとうございました。

頑張ってくださいね、総室長。

次に、川辺ちょっと。田島課長の報告にも

ありましたが、別途、五木の方から提言がな

されていたのに対して、昨日、回答されてい

ますね、それをこの場で簡単に御説明いただ

けませんか。
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○田嶋川辺川ダム総合対策課長 実はこの12

月３日に五木村から２つの件で回答を求めら

れております。１つは五木村から再建を求め

る要望書が出ておりまして、それに対する回

答。内容につきましては、まず、頭地大橋の

早期完成、五木村ダム本体工事の早期着工、

さらには頭地地区における子守歌祭りの可能

な広場及び駐車場の確保、この３点に対して

要望が来ております。それに対する県として

の回答を求めるというのが１つございます。

それと潮谷知事のダムに対する決断を求める

というような要望、この２件が大きな要素で

。 、ございました 当初この回答につきましては

12月12日から村議会が始まるということで議

会前に文書で回答をいただきたいということ

で要請がありましたもんですから、県として

も準備しておりました。ただ、12月３日に知

事が不出馬という意向を受けまして、五木村

の事務局としまして、ダムの決断に対して県

の見解が要るかということで調整いたしまし

た。一たんは求めておられますが、その回答

については、今後取り扱いについては保留し

たいという向こうの意向もございましたもん

ですから、まずはということでさっきの３点

の要望について回答をしております。

それと知事の決断につきましては、本会議

において西岡議員から質問がございまして、

それに対する県の知事の決断について答弁し

ておりますので、それについて口頭で答えま

すとともに、そのときの答弁の写しを送付す

るということで、きのう私が直接、村長にお

話ししました。ただ、村長からは３月までに

ぜひ決断していただきたいということで、そ

れについては知事にお伝えくださいというこ

とでございましたので、きょう、けさ、文書

で三役を含めて報告をしております。

以上でございます。

○竹口博己委員 わかりました。ありがとう

ございます。そこで先ほど田嶋課長から御報

告があったこの利水ですね、きょうは農林水

産部長はお見えじゃないですね、聞きたいと

ころですけれども、上野理事もおられますの

で、理事の管轄になるんですか、これは聞く

としたら。

○中原隆博委員長 上野理事がいいと思いま

す。

○竹口博己委員 利水については、予算措置

が難しいという最悪の事態に直面をしている

ということは、農家中心という大原則に立っ

てきた県としてはまことに不本意な結末を迎

えようとしているんですよね、最悪の事態、

農家中心という立場からすれば最悪の事態を

迎えようとしている。ここに至った一連の流

れを見てみると私は本会議でも整理して申し

上げたつもりですけれども、早い話、相良村

なかんずく矢上村長の一連の言動が地元合意

に至らなかった最大の原因であると、これは

はっきりしておるでしょう、歴史的事実です

から。その善悪は別としても、そのことが、

矢上さんの行動がどうのこうのということは

別としても、歴史的な流れから今日に至った

その中に矢上村長のその言動が大きく地元を

翻弄してきたことは事実でしょう、これは。

多くの人は認めているでしょう。それに対し

て適切な対応をするすると県は言ってきて、

私の立場から言えば、しとらぬというふうに

思っておるんですけどね、それを聞いても始

まりません。だけど、こういう結末を迎えた

ことに対しては極めて遺憾であり、憤慨にた

えないくらいのコメントを上野理事、できぬ

ですか。

○上野理事 実は今おっしゃった国営の土地

改良事業につきましては、国が事業主体では

ございますけれども、確かに県も市町村と一

緒になって取り組んできた事業でございます

ので、結果として６者の合意がとれなくて年
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末の予算で流れるということになるのは非常

に私どもとしてもじくじたる思いはございま

す。ただ、それについて先生おっしゃったよ

うに、矢上村長の言動がいろいろありました

けれども、それはそれで１つの自治体の決断

ですから、そして手続の中で６市町村のそう

いう合意がないと無理だということでござい

ますので、それはそれを置いて、県の責任と

しては、これから国営の排水事業も含めてど

ういう形で地元の農家の方々の、国営事業で

言えば小さくなるかもしれませんけれども、

どういう形で対応していくのか、これについ

て所管部と一緒になって、市町村も一緒にな

って対応していくということしかないという

ふうに思っております。

○竹口博己委員 理事もきついですよね、こ

れ以上やりとりしたらきついでしょう。ただ

ですね、最後に一言、地元の合意に大いに期

、 、待するという つまり同じテーブルに着いて

関係市町村が着いて協議することを望むと知

事は繰り返し述べてきました、機会あるごと

に。だけど１人の首長がテーブルに着かなか

ったため合意に至らなかったと、最初から至

るわけないですよ、テーブルに着かんのです

から、そのことについて一つのテーブルに着

いて協議して合意に至ることを望むというス

タンスをとった県として、テーブルに着こう

としないただ１人の矢上村長に対して、テー

ブルに着いてもらいたいという要請をしたこ

とが１回でもあるか、県が、あったら努力を

したとなる。その努力が県民の前に見えなか

ったのは非常に残念です。もう知事も任期も

あとしばらくしかないのであれですけれど

も、知事にもそれが見えなかったのは非常に

残念だし、結果として水を望む農家の方々に

安定的な水の供給ができるというその予算が

消えてしまうという、これは極めて残念に思

います。今後、余り言うとね、ほら、その人

が知事になる可能性があるから今度は、そう

でしょう。だから、皆さんつらいよね、上野

、 、理事もつらいですよ ここで私が攻めるとね

極めて遺憾でありますと言って、遺憾と言わ

れた人が知事になったら困るでしょう。だか

ら、これ以上深追いはしませんけど、もう少

し県がこういうことを望むと言ったら、それ

に素直な努力してもらいたい、県民に見える

ような努力をしてもらいたいということを要

。 、望として申し上げて終わります 要りません

もうよか、しゃべらない方がよかろ。

○早川英明委員 今のに関連ですが、肝心の

相良村の水を望まれる農家と望まれない農家

というのは割合はどのくらいですか、私たち

は全然わかりませんけれども。

○田嶋川辺川ダム総合対策課長 現在の状況

でですね、割合というのは非常に難しいです

けれども、現在の1,300ヘクタールで事業対

象区域になっているものにつきましては、３

分の２以上の賛成が得られるということで事

業対象区域を設定しておりますので、概括的

に言いますと３分の２以上の賛成はあるとい

うふうに考えております。

○早川英明委員 それ以上のことは言いませ

ん、わかりました。

○中原隆博委員長 いろいろと意見等出まし

て、また、それに対する質疑応答という形で

進んでまりましたが、以上で質疑を終了いた

したいと思います。

その他で何かありませんか。

○鎌田聡委員 県の農業試験場跡地の利活用

の件ですけれども、９月議会で私も質問しま

したけれども、その後の動きが非常に見えな

いというか、全然前に進んでないような気が

いたします。現状を教えていただきたいと思

います。



- 29 -

○梅本地域政策課長 地域政策課長でござい

ます。

農試跡地の利活用問題の現状でございます

けれども、利活用問題検討協議会という商工

団体あるいは地元の自治会の方々が一緒のテ

ーブルに着いて議論していただく場を設けて

おりまして、その最終会の結論が三区画のう

ちＢ、Ｃ区画については一定の合意を見たと

ころでありますけれども、Ａ区画については

用途地区の変更等が必要になりますもんです

から、これについて慎重なお立場の方と合意

ができませんでおります。以上が農地跡地利

活用問題協議会の結論でありまして、この結

論を現在、事業予定者でありますロック開発

株式会社に提示をしております。しばらく時

間がたちますので、ロック社としてもその提

示を受けた社内検討を進めておりまして、そ

んな遠くない将来、近々には一定の社として

の考えを県側に伝えてくるものと考えており

ます。

以上が現状でございます。

○鎌田聡委員 この農業試験場跡地の問題は

16年の５月に県がこの提案があって審査会を

つくって決めて、そのときに三区画一体的な

開発がほかの提案の業者よりもその部分がい

いという評価がなされているんですよね。そ

ういった中でそのＡ区画に慎重な意見という

ことを言われましたが、どういう内容で慎重

になられているんでしょうか。Ａ区画の中身

の何をどうすれば県は踏み切れるのか、これ

までの議論の中でＢ、Ｃか、ハウスウエディ

ングはだめだということで、そこは変更させ

ているんですね。変更させてやろうというこ

とになっているんで、そこまで来てまた新た

にＡ区画の議論とは実際今までになかったと

思うのですよ。Ａ区画のスポーツ店が悪いと

か、本屋が悪いとか、だから、何がどう悪い

からどう変えてくれというのは議論をしない

と進んでいかないと思うんですけれども、い

かがですか。

○梅本地域政策課長 Ａ区画につきまして

は、現在、用途地区が準工業地区になってお

ります。現在の用途地区のままでは１万平米

以上の開発についてはできないことになりま

す。これは11月30日をもって都市計画法の施

行がなり、熊本市の方で特別用途地区を張っ

た時点でそのような状態になっております。

この11月末にそのような状況になったという

ことでございます。したがって、Ａ区画を今

のマスタープランの計画どおりに開発しよう

としますと、用途地区を今の準工業地区を近

隣商業地区内に変更する必要が出てまいりま

す。そういった都市計画上の手続を進める上

で農試跡地協議会あるいは地元のコンセンサ

スを得ることが必要だという、そういった立

場に私ども置いておりまして、それは県議会

の方で私どもに御提示いただきました附帯決

議におきましても、関係団体あるいは地元の

コンセンサスをよく形成しながらその問題に

ついて取り組みなさいといったところが軸足

としてございまして、このコンセンサス形成

に今努めているところでございます。

○鎌田聡委員 コンセンサスをですね、ぶり

返しますよ。コンセンサスを得るためにいろ

いろ中身を変更してきたんです。変更してき

て当初の内容よりも変わってきたという段階

まで来ています。Ａ区画は用途変更の手続を

県がやればいい話であって、そこに慎重な意

見という中身がですね、そこをまた聞いてい

るんです。１万平米以内に押さえればいいの

か、その中身の業種が、反対されている方は

問題と言われているのか、その点を教えてい

ただきたいと思います。

○梅本地域政策課長 Ａ区画につきましての

慎重な意見は、今、先生の御指摘の２つの考
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え方があると思います。１つは１万平米以上

の今１万8,000という開発自体に対する問題

意識を踏まえた用途地区が現状のままではで

きないといったところ。それから、Ａ区画の

内容がテナントミックス型のさまざまな業態

の計画になっておりますので、取りわけ中心

市街地における業務形態とバッチングすると

いう内容になっております。したがって、現

在のコンパクトシティーとか、あるいは中心

市街地活性化計画にありますそういった内容

とそごを来すのではないかといった心配の御

意見がある、こういった２点でコンセンサス

の形成が今なかなか難しい状況にあると認識

しております。

○鎌田聡委員 そのテナントミックスでいろ

んな業態がいろんな影響を与えるというお話

しをされましたけれども、県が決めるときに

その部分が影響ないということで、スポーツ

アウトドアショップ、スポーツクラブ、ペッ

トショップ、ペットの広場、これがエンター

テインメント性が高い施設になって近隣地域

にない目新しい施設であるという判断をされ

ているんですよ。そこをそういった議論をさ

れることを自体がおかしいと思いますし、じ

ゃ１万平米以上がだめなら１万平米以下にし

なさいというようなやり方もできると思うの

で、そういった議論を協議会をまた開いても

う一回議論すべきでないですか。

、 、○梅本地域政策課長 議員 御指摘のとおり

今後、今先ほど言いましたように、ロック開

発株式会社に対して判断を求めておりますの

で、近々その判断に対して私どもに回答がご

ざいますので、それを踏まえまして農試跡地

利活用協議会については、まだクローズした

わけではありませんので、今後も開催をしな

がら最後までといいますか、コンセンサス形

成に努めていきたいと考えております。

○鎌田聡委員 要は用途変更が絡むのであれ

ば、絡むでしょう、１万を超えればですね、

早くそういった手続を熊本市に対してもやら

なければならいと思いますし、要はこの問題

もかなり、もう３年数カ月、スタートしとけ

ば年間7,560万円ですね、県に入ってくるわ

けですから。財政が厳しい厳しいと言いなが

ら、やっぱりこういった議論もコンセンサス

をじゃ何年かけてとるのか、そういったこと

もどこまでが到達点であって、そういった目

標をきちんと立てながらやっていかないとず

るずると、せっかくお金が入ってくるのも入

らなくなってくるということもございますの

で、そういった危機感を持って、スピード感

を持って対応していただきたいというふうに

思います。

以上です。

○中原隆博委員長 要望でよろしゅうござい

ますか。

○鎌田聡委員 はい。

○中原隆博委員長 それでは、本日の議題は

以上をもって終了いたします。

なお、最後に、陳情、要望書等が７件提出

されておりますので、参考としてお手元に写

しを配付しておりますので、後ほどお目通し

をいただきたいと思います。

以上をもちまして本日の委員会を閉会いた

します。ありがとうございました。

午後０時９分閉会

熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する

総務常任委員会委員長


